














































































































































































































米国 英国 ドイツ フランス 日本
財政方式 賦課主義 積立主義 全額国庫負担 賦課主義 賦課主義
財源 （実質賦課主義）
議員拠出 1．3％ 10．0％ 無 下院　7．85％ 歳費月額　10％
（FERS） 上院　6．0％ 期末手当0．5％
国庫 15．8％ 24．0％ 100％ 不足財源補填 不足財源補墳
（実質9割）
受給資格 在職5年62歳 65歳 在職8年65歳 60歳 在職10年65歳
在職20年50歳
在職25年以上
給付発生率 在籍20年1．7％2．5％ 2．25％ 3．0％ 在籍10年5／150
21年以上1．0％ 11年以上1／150
議員年収 ＄158，100 ＆57，485 ・◎84，108 毛80，829
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人間の福祉　第18号（2005）
1，723万円 1，132万円 1，144万円 1，099万円 2，077万円
在籍10年 ＄26，225 ＆14，371 ｛）25，232 毛18，187




54．2％ 39．1％ 34．4％ 33．7％
14％
P09．4％
（2003年） （2004年見込み）
（出典：各国公託言・各瞳会幹部等との・ヤリング等から，筆者作成．2005年4月1日脚。一ト）
5．わが国の課題
　今回の答申は世界動向を無視し，現行制度維持を前提とした信頼性の乏しい数字合わせに終
始している。このため，国際動向を反映した下記事項の確実な導入が，急務となろう。
　まず，現行国会議員互助年金制度は，「公的年金制度外に存在する収支さえ非独立の特権的
年金制度」である事実を認識すべきである。
　このため，ILOが重視する公的年金制度における「ペンション・ガバナンス（年金制度にお
ける民主性・公平性・効率性・透明性）の確立」のため，まず他の先進諸国同様に「新国会議
員年金制度を収支が独立した一つの年金基金（制度）として公的年金制度領域への組み入れ
と，独立した決算（収入・支出）の定期的公表」が当然の前提となる。
　次に，「21世紀超少子・超高齢日本社会における被用者年金制度一元化への絶好の起爆剤と
して，米国制度を参考とした国会議員年金制度の厚生年金制度への一元化」と「上乗せ給付部
分に確定拠出型も加えた私的職域年金制度化」の導入が急務かつ必要不可欠である。
もちろん洞民には「繍酬制」を導入し，また（良否は別にして）「マク曜済スライド」
導入すれば，ペンション・ガバナンスの観点から国会議員年金制度へも当然導入すべきであ
る。
　さらに，「世界にも類例がない異常な地方議会議員年金制度の最終的廃止提言と併給の即時
廃止」は，当然の急務である。
　マスコミ報道によれば，特権的な現行制度に対する国民批判を恐れる一部若手議員は与野党
を問わず，「現行国会議員年金制度の廃止と議員自己負担なき退職一時金制度の創設」を主張
しているという。
　しかし，これら議員は民主的で効率的な議会制度構築のための「最低限度の政治的コスト」
としての国会議員年金制度の重要性を十分理解せず，しかもほとんどの国で導入している議員
年金に付随する議員負担さえ回避して議員負担なき一時金の給付だけを取得しようとする目先
的な損得論で行動しているとしか評価不可能であり，国際的には議員資質が問題とされよう。
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「国会議員年金制度」の世界的動向と改革指針（渡部）
なお，「一時金制度」は引退後所得保障機能が非常に弱く，かつ引退後所得保障という本来の目
的以外に流用される危険性が非常に高い事実は，既に国際的に十分認識されている実態ではな
いか。
　要するに，「国会議員年金制度改革とは単なる受給資格や負担額・受給額等の技術的修正」
ではなく，米国等を参考とした「超少子・超高齢21世紀日本社会における民主主義議会政治の
強化と最：低限度の政治的コスト化，特権的年金制度の社会保障政策に基づく公的年金制度化，
職域別公的被用者年金制度の一元化，社会的連帯性と所得再分配機能強化に基づく国民負担の
公平化という日本社会抜本改革への起爆剤として認識し活用する視点」が緊急かつ必要不可欠
であると，筆者は確信する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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